
司法修習にあたり国による経済的な給付がなされなかった 

谷間世代の法曹に対する不公平を解消するための是正措置を求める会長声明 
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東京弁護士会 会長 伊井 和彦 

 

司法を担う法曹（裁判官、検察官及び弁護士）を養成するための司法修習制度は、１９４

７年（昭和２２年）に、日本国憲法施行と同時に開始された。以来、国は、６０年以上にわ

たって、司法修習生に対し、国家公務員に準じた給与を支給することにより、司法修習生の

兼業等を禁止して司法修習に専念させる給費制を採用し、これにより法曹を養成してきた。

しかし、この給費制は、「裁判所法の一部を改正する法律（平成１６年１２月１０日法律第

１６３号）」（以下「２００４年改正裁判所法」という。）により廃止され、２０１１年１１

月以降の司法修習生については、修習専念義務を課せられながらも無給となり、生活資金等

の貸与制が実施されることとなった。 

当会は、給費制の廃止前から、日本弁護士連合会、当会以外の各弁護士会、「司法修習生

に対する給与の支給継続を求める市民連絡会」、並びに、法科大学院生、司法修習生及び若

手弁護士らによる「ビギナーズネット」等と共に、給費制の維持・復活を求める運動を精力

的に展開していたところ、２０１７年４月１９日、「裁判所法の一部を改正する法律（平成

２９年４月２６日法律第２３号）」（以下「２０１７年改正裁判所法」という。）が成立し、

同年１１月１日以降に採用された司法修習生（７１期以降の司法修習生）に対し、月額１３

万５０００円の基本給付金、月額３万５０００円の住居給付金及び移転給付金を内容とする

修習給付金が支給されることとなった。 

 しかし、この２０１７年改正裁判所法は、同法の施行前に採用された司法修習生には適用

しないものとされたことから、２００４年改正裁判所法の施行後で２０１７年改正裁判所法

の施行前に司法修習生として採用された法曹（新６５期～７０期の司法修習生）には、国に

よる経済的な給付がなされていない。この世代の法曹、いわゆる谷間世代の法曹は、全法曹

約４．７万人のうち約１．１万人を占めており、法曹経験５年から１０年となり、法曹の中

核的な存在となっている。質の高い法曹による力強い司法を作るためには、谷間世代の法曹

と他の世代の法曹との不公平を解消するための是正措置が是非とも必要である。このことは、

２０１７年５月３１日付け会長声明においても言及しているところである。 

２０１７年改正裁判所法が施行されてから既に５年以上が経過しているが、この間、谷間

世代の法曹に対する国による一律の給付の実現に向けて、多くの国会議員や公益社団法人日

本医師会などから応援メッセージが寄せられている。特に、国会議員からは、本年３月２１

日までに、国会議員の過半数（３５７名）を超える３７１名から応援メッセージが寄せられ

ている。 

当会は、谷間世代の法曹が様々な分野の問題に対して積極的にチャレンジしていくことが

できる基盤を整備し、質の高い法曹による力強い司法を作るために、改めて、国に対し、谷

間世代の法曹に対する不公平を解消する是正措置を講じるよう求める。 

以上 


